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（総    則）

第１条　令和５年度宇陀市下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ７２２．３ ha

(2) １，６８６，３４８ ｍ
３

(3) ４，６０８ ｍ
３

(4) 主要な建設改良事業

社会資本整備総合交付金事業 ９８，０００ 千円

中継ポンプ更新事業 ２０，９００ 千円

流域下水道建設負担金事業 ３３，０００ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 下水道事業収益 ８１７，４７８ 千円

第１項 ２６３，５９２ 千円

第２項 ５５３，８８６ 千円

支　　　　　　出

第１款 下水道事業費用 ８１７，４７８ 千円

第１項 ７６５，２３０ 千円

第２項 ５０，６４８ 千円

第３項 １００ 千円

第４項 １，５００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額１７２，１９８千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額１３，９１０千円、過年度分損益勘定留保資金１６，５１６千円及び、当

年度分損益勘定留保資金１４１，７７２千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　　入

第１款 ３７８，０１８ 千円

第１項 １８５，３００ 千円

第２項 ２５，４２５ 千円

第３項 １６７，２９３ 千円

支　　　　　　出

第１款 ５５０，２１６ 千円

第１項 １７３，４２８ 千円

第２項 ３７６，７８８ 千円企 業 債 償 還 金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

資 本 的 収 入

企 業 債

補 助 金

他 会 計 補 助 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

営 業 外 収 益

令和５年度　宇陀市下水道事業特別会計予算

供 用 区 域 面 積

年 間 有 収 水 量

一日平均有収水量

営 業 収 益
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（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。

千円

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。

(1) 収益的支出における各項間の流用

(2) 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。

(1) ４６，３８９ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　他会計から補助金を受ける金額は、次のとおりと定める。　

(1) 下水道事業の運営管理に係る一般会計からの補助金 １９１，９９３ 千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、４，５００千円と定める。　

令和５年３月６日提出

奈良県宇陀市長　金　剛　一　智

償還の方法

下 水 道
事 業

普通貸借
又は

証券発行

４.０％以内(ただし、
利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては当該見直し後の利
率)

政府資金又は地方公共団体金
融機構資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合には、その債権者と協
定するものとする。ただし、
企業財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若
しくは繰上償還又は低利に借
換えすることができる。

１８５，３００

職 員 給 与 費

起債の目的 限度額 起債の方法 利    率
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備考

1. 817,478

1. 営 業 収 益 263,592

1. 235,599

2. 2,353

3. 25,475

4. 165

2. 営 業 外 553,886

収 益 1. 1

2. 242,745

3. 311,139

4. 1

備考

1. 817,478

1. 営 業 費 用 765,230

1. 297

2. 16,076

3. 12,188

4. 112,167

5. 131,981

6. 2,353

7. 488,668

8. 1,500

2. 営 業 外 50,648

費 用 1.

2. 17,000

3. 10

3. 特 別 損 失 100

1. 100

4. 予 備 費 1,500

1. 1,500

33,638
企 業 債 取 扱 諸 費

消費税及び地方消費税

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 損

支 払 利 息 及 び

雨 水 維 持 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

予 備 費

管渠等汚水維持管理費

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

雑 収 益

支　　　　　出

款 項 目 予定額(千円)

下 水 道
事 業 費 用

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

流域下水道維持管理費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

令和５年度　宇陀市下水道事業特別会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 予定額(千円)

下 水 道
事 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

補 助 金

そ の 他 営 業 収 益
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備考

1. 378,018

1. 企 業 債 185,300

1. 185,300

2. 補 助 金 25,425

1. 25,425

3. 他 会 計 167,293

補 助 金 1. 167,293

備考

1. 550,216

1. 建 設 173,428

改 良 費 1.

2. 33,000

2. 企 業 債 376,788

償 還 金 1. 376,788企 業 債 償 還 金

支　　　　　出

資 本 的
支 出

資 本 的
収 入

企 業 債

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

流 域 下 水 道 建 設 費

下 水 道 建 設
140,428

事 業 費 （ 汚 水 ）

款 項 目 予定額(千円)

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 予定額(千円)
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(単位：千円)

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 2,357

　減価償却費 488,668

　固定資産除却費 1,500

　賞与引当金の増減額（△は減少） 62

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 349

　長期前受金戻入額 △ 311,139

　受取利息及び配当金 △ 1

　支払利息及び企業債取扱諸費 33,638

　営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） 2,606

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 92

　営業及び営業外未払金・未払費用の増減額（△は減少） 547

　小計 218,495

　受取利息及び配当金 1

　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 33,638

　業務活動によるキャッシュ・フロー① 184,858

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 161,518

　国庫補助金による収入 25,425

　４条特定収入消費税の圧縮記帳額 △ 8,257

　他会計補助金による収入 167,293

　投資活動に伴う未払金等の債務の増減額（△は減少） 483

　投資活動によるキャッシュ・フロー② 23,426

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 185,300

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 370,978

　その他の企業債の償還による支出 △ 5,810

　財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 191,488

Ⅳ現金預金の増減額（△は減少）　④=①+②+③ 16,796

Ⅴ現金預金の期首残高 37,130

Ⅵ現金預金の期末残高 53,926

令和５年度  　宇陀市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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（単位：千円）

1 .

(1)

イ . 173,216

ロ . 200,981

△ 40,638 160,343

ハ . 11,462,794

△ 1,747,479 9,715,315

ニ . 220,653

△ 95,771 124,882

ホ . 600

△ 516 84

ヘ . 11,461

△ 5,620 5,841

ト . 2,995

10,182,676

(2)

イ . 408,029

408,029

10,590,705

2 .

(1) 53,926

(2) 47,176

△ 1,380 45,796

(3) 1,396

101,118

10,691,823

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度　宇陀市下水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
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3 .

(1) 2,823,657

2,823,657

4 .

(1) 28,698

(2) 30

(3) 356,619

(4) 3,464

388,811

5 .

7,636,343

△ 1,221,609

6,414,734

9,627,202

6 . 952,990

7 .

(1) 76,394

(2)

イ . 35,237

35,237

111,631

1,064,621

10,691,823

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

未 払 金

未 払 費 用

企 業 債

流 動 負 債

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計
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（単位：千円）

1 .

(1) 213,418

(2) 755

(3) 32,720

(4) 105 246,998

2 .

(1) 250

(2) 15,400

(3) 10,076

(4) 97,950

(5) 108,076

(6) 687

(7) 487,425

(8) 0

(9) 0 719,864

472,866

3 .

(1) 1

(2) 216,935

(3) 307,236

(4) 1,057

(5) 49 525,278

4 .

(1) 38,379

(2) 11,859 50,238 475,040

2,174

5 .

(1) 234 234 △ 234

1,940

30,940

0

32,880

流域下水道維持管理費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

補 助 金

引 当 金 戻 入 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

管渠等汚水維持管理費

雨 水 維 持 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

特 別 損 失

営 業 外 収 益

受 取利 息 及 び配 当金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

令和４年度　宇陀市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金
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（単位：千円）

1 .

(1)

イ . 173,216

ロ . 200,981

△ 30,876 170,105

ハ . 11,331,781

△ 1,305,325 10,026,456

ニ . 218,653

△ 81,063 137,590

ホ . 600

△ 516 84

ヘ . 11,461

△ 4,164 7,297

ト . 5,990

10,520,738

(2)

イ . 398,617

398,617

10,919,355

2 .

(1) 37,130

(2) 49,782

△ 1,031 48,751

(3) 1,304

87,185

11,006,540

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和４年度　宇陀市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和5年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物
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3 .

(1) 2,994,977

2,994,977

4 .

(1) 27,487

(2) 210

(3) 376,788

(4) 3,402

407,887

5 .

7,451,882

△ 910,470

6,541,412

9,944,276

6 . 952,990

7 .

(1) 76,394

(2)

イ . 32,880

32,880

109,274

1,062,264

11,006,540

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

未 払 金

未 払 費 用

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

利 益 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　先入先出法による原価法とする。

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　・減価償却の方法　　　定額法

　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　　８～５０年

　　　　構築物　　　　　　　１０～５０年

　　　　機械及び装置　　　　１０～２０年

　　　　車両運搬具　　　　　　　　　４年

　　　　工具、器具及び備品　　５～２０年

（2）無形固定資産

　　・減価償却の方法　　　定額法

３　引当金の計上方法

（1）賞与引当金及び法定福利費引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため、

　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

　いる。

（2）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

注　　記
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1.総　　括 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

比　較 120 100 0 △ 306 △ 27

区  分 児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

賞与引当
金繰入額

合計

前年度 360 100 60 3,165 14,282

本年度 480 200 60 2,859 14,255

2,727 0 734 175

比　較 18 540 △ 350 69 △ 313 △ 164 310 △ 51 0

宿日直
手　当

△ 27 △ 2,251 △ 205 △ 2,456

2,563 310 683 1753,305手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区  分 扶養手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

289 455 402

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当

前年度 1,236 540 1,200 367 3,618

本年度 1,254 1,080 850 436

比
　
　
較

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 △ 2,390

857
0

合　　計 ―
( ― )

0 △ 2,224

△ 316 △ 2,706 △ 607 △ 3,313
0

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 166

0

―
( ― )

0 22,733 14,282 37,015 11,830 48,845
5

46,389
5

前
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 13,805 8,237 22,042 7,032 29,074
3

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 8,928 6,045 14,973 4,798 19,771
2

合　　計

25,761
3

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 9,094 6,334 15,428 5,200 20,628
2

本
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 11,415 7,921 19,336 6,425

合　　計 ―
( ― )

0 20,509 14,255 34,764 11,625

給   与   費   明   細   書

区　　　分
職　員　数（人） 法　定

福利費
合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 手  当  計

-182-



ア.会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

比　較 120 100 0 △ 306 △ 27

区  分 児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

賞与引当
金繰入額

合計

前年度 360 100 60 3,165 14,282

本年度 480 200 60 2,859 14,255

2,727 0 734 175

比　較 18 540 △ 350 69 △ 313 △ 164 310 △ 51 0

宿日直
手　当

△ 27 △ 2,251 △ 205 △ 2,456

2,563 310 683 1753,305手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区  分 扶養手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

289 455 402

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当

前年度 1,236 540 1,200 367 3,618

本年度 1,254 1,080 850 436

857
0

合　　計 ―
( ― )

0 △ 2,224

△ 316 △ 2,706 △ 607 △ 3,313
0

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 166

0

比
　
　
較

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 △ 2,390

前
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

― 13,805

14,973 4,798 19,771
2

合　　計 ―
( ― )

0 22,733 14,282

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 8,928 6,045

37,015 11,830 48,845
5

8,237 22,042 7,032 29,074
3

14,255 34,764 11,625 46,389
5

( ― )
0

25,761
3

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

0 9,094 6,334 15,428 5,200 20,628
2

本
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

0 11,415

区　　　分
職　員　数（人） 法　定

福利費

7,921 19,336 6,425

合　　計 ―
( ― )

0 20,509

合計
特別職 一般職 報  酬 給  料 手  当  計
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イ.会計年度任用職員 （単位：千円）

給　　　　　与　　　　　費

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（単位：千円）

2.給料及び手当の増減額の明細

―

手　　当 △ 27

給 与 改 定 等 54 給与改定に伴う増加

そ の 他 △ 81 人事異動及び職員構成に伴う減少

会 計 年 度 任 用 職 員
制 度 導 入 に よ る 増

給　　料 △ 2,224

給 与 改 定 等 303 昇給に伴う増加

そ の 他 △ 2,527 人事異動による減少

会 計 年 度 任 用 職 員
制 度 導 入 に よ る 増

―

― ―

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明

比　較 ― ― ― ― ―

前年度 ― ― ― ― ―

本年度 ― ― ― ― ―

― ― ― ―

区  分 児童手当
管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

賞与引当
金繰入額

合計

― ― ― ―

比　較 ― ― ― ― ―

宿日直
手　当

― ― ― ―

― ― ― ――手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区  分 扶養手当
管理職
手　当

時間外
勤務手当

― ― ―

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当

前年度 ― ― ― ― ―

本年度 ― ― ― ―

―
―

合　　計 ―
( ― )

― ―

― ― ― ―
―

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

―

比
　
　
較

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

前
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

― ―

― ― ―
―

合　　計 ―
( ― )

― ― ―

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

― ― ―

― ― ―
―

― ― ― ―
―

― ― ― ―
―

( ― )
―

―
―

資本勘定
支弁職員

―
( ― )

― ― ― ― ― ―
―

本
　
年
　
度

損益勘定
支弁職員

―
( ― )

― ―

区　　　分
職　員　数（人） 法　定

福利費

― ― ―

合　　計 ―
( ― )

― ―

合計
特別職 一般職 報  酬 給  料 手  当  計
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3.給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

（1）職員一人当たり給与

（2）初　　任　　給

（3）級　別　職　員　数

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

計
( ― ) ( ― )

5 100.00

２　級
( ― ) ( ― )
― ―

１　級
( ― ) ( ― )
― ―

４　級
( ― ) ( ― )

4 80.00

３　級
( ― ) ( ― )
― ―

( ― ) ( ― )
5 100.00

５　級
( ― ) ( ― )
― ―

2 40.00

令和４年１月１日現在

７　級
( ― ) ( ― )
―

２　級
( ― ) ( ― )
― ―

１　級
( ― ) ( ― )
― ―

―

６　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

計

―

５　級
( ― ) ( ― )

2 40.00

令和５年１月１日現在

７　級
( ― ) ( ― )
― ―

６　級
( ― ) ( ― )
―

４　級
( ― ) ( ― )

1 20.00

３　級
( ― ) ( ― )

大　　学　　卒 191,700 同じ

区　　　　　分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

高　　校　　卒 158,900 同じ

短　　大　　卒 169,800 同じ

平 均 年 齢 （歳） 49.4

区　　　分 一般行政職（円） 一般会計の制度

404,460

平 均 年 齢 （歳） 42.8

令和４年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 375,720

平 均 給 与 月 額 （円）

区　　　　　　　　　　　分 一般行政職

令和５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 338,480

平 均 給 与 月 額 （円）

432,595
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（級別の標準的な職務内容）

(4)　昇　　　　給

（5）特　殊　勤　務　手　当

（6）期　末　・　勤　勉　手　当

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計の制度
（支給率等）

24.5869 33.2708 47.7090 47.7090
４５歳以上定年前
早期退職特例措置

（定年前１年につき３％）

備　考

支給率等 24.5869 33.2708 47.7090 47.7090
４５歳以上定年前
早期退職特例措置

（定年前１年につき３％）

区　　　　分
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

一般会計の制度 2.200 2.200 4.400 有

前　　年　　度 2.150 2.150 4.300 有

本　　年　　度 2.200 2.200 4.400 有

区　　　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職
務の級等による
加 算 措 置

備　考
6月（月分） 12月（月分）

　支給対象職員の比率（％）
　（令和５年１月１日現在）

80.00

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 1,250

　代表的な特殊勤務手当の名称 下水道作業手当

比率　(B)／(A)　　　　　 (％) 100.0

区　　　　　　分 一般行政職

　給料総額に対する比率（％） 0.29

２号給　(人) 0

３号給　(人) 1

４号給　(人) 4

比率　(B)／(A)　　　　　 (％) 100.0

前
　
年
　
度

職　員　数（Ａ）　　　　   (人) 5

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 5

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人) 0

２号給　(人) 0

３号給　(人) 0

４号給　(人) 5

区 分 一般行政職

本
　
年
　
度

職　員　数（Ａ）　　　　   (人) 5

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 5

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人) 0

2級 1級

一 般 行 政 職 局　長
次　長
課　長

課　長
課長補佐

課長補佐

主　任
主　査

主　事
技　師

主事補
技師補

区　　分 7級 6級 5級 4級 3級
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（8）そ　の　他　の　手　当

通　勤　手　当 同　じ ―

地　域　手　当 同　じ ―

住　居　手　当 同　じ ―

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　じ ―
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収　入　の　部

本年度 前年度 比 較

予算額 予算額 増 減 金　　額

1. 下水道事業収益 817,478 786,469 31,009

1. 営業収益 263,592 263,189 403

1. 下 水 道 235,599 250,677 15,078

使 用 料 1. 下 水 道 235,599 下水道料金

使 用 料

2. 雨水処理 2,353 1,371 982

負 担 金 1. 雨水処理 2,353 雨水処理負担金

負 担 金

3. 補 助 金 25,475 11,000 14,475

1. 国 庫 18,475 社会資本整備総合交付金

補 助 金

2. 県補助金 7,000 流域下水道負荷軽減等推進事業

補助金

4. そ の 他 165 141 24

営業収益 1. 手 数 料 164 証明手数料 5

排水設備等工事責任技術者更新

登録手数料 39

排水設備等工事指定工事店更新

登録手数料 65

排水設備等工事責任技術者新規

登録手数料 25

排水設備等工事指定工事店新規

登録手数料 30

2. 雑 収 益 1

2. 営業外収益 553,886 523,280 30,606

1. 受取利息 1 1

及 び 1. 預金利息 1 普通預金等利息

配 当 金

2. 他 会 計 242,745 214,745 28,000

補 助 金 1. 他 会 計 242,745 水質規制費に係る補助金

補 助 金 364

水洗便所等普及費に係る補助金

148

令和５年度　宇陀市下水道事業特別会計予算説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分
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本年度 前年度 比 較

予算額 予算額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

流域下水道の建設に要する経費

に係る補助金 1,062

高度処理費に係る補助金

17,214

分流式下水道等に要する経費に

係る補助金 173,018

普及特別対策に要する経費に係

る補助金 484

地方公営企業法の適用に要する

経費に係る補助金 53

特別措置分に係る補助金

384

児童手当に係る補助金 360

下水道事業運営管理補助金

49,658

（うち職員給与費相当額）

(1,777)

3. 長期前受 311,139 308,533 2,606

金戻入益 1. 受贈財産 66,592 受贈財産評価額

評 価 額

2. 補 助 金 160,713 国庫補助金 153,846

県補助金 6,867

3. 他 会 計 83,834 他会計補助金

補 助 金

4. 雑 収 益 1 1

1. 雑 収 益 1 行政財産使用料
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支　出　の　部

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1. 下水道事業費用 817,478 786,469 31,009

1. 営業費用 765,230 729,191 36,039

1. 普 及 297 132 165

促 進 費 1. 備 消 耗 275 下水道展啓発備品

品 費

2. 通 信 運 2 郵送料

搬 費

3. 補 助 20 水洗便所改造資金融資受給者利

交 付 金 子補給金

2. 業 務 費 16,076 16,946 870

1. 委 託 料 16,076 下水道使用料徴収委託料

3. 総 係 費 12,188 12,870 682

1. 給 料 3,173 一般職給料

2. 手 当 1,609 期末手当 472

勤勉手当 377

時間外勤務手当 200

通勤手当 120

住居手当 310

宿日直手当 35

地域手当 95

3. 賞与引当 414 期末手当引当金繰入額 226

金繰入額 勤勉手当引当金繰入額 188

4. 法 定 1,657 職員共済組合負担金 983

福 利 費 公務災害補償基金負担金 11

退職手当負担金 663

5. 法定福利 88 職員共済組合負担金引当金繰入額

費引当金

繰 入 額

6. 旅 費 20 出張旅費

7. 備 消 耗 214 事務用消耗品

品 費

8. 燃 料 費 180 公用車ガソリン代

9. 光熱水費 608 水道局舎電気代

10. 修 繕 費 133 公用車修繕費 78

庁用機器等修理代 55

11. 通 信 運 11 郵送料

搬 費

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

12. 手 数 料 140 公用車車検代行手数料 32

振込事務手数料 108

13. 賃 借 料 29 コピー使用料

14. 保 険 料 67 自動車賠償責任保険料 40

自動車損害共済分担金 27

15. 委 託 料 2,605 夜間保安業務委託料 1,059

会計システム保守委託料 638

会計システム改修業務委託料

908

16. 負 担 金 114 日本下水道協会負担金 99

奈良県下水道協会負担金 15

17. 研 修 費 75 研修会等参加費

18. 厚 生 費 33 腸内細菌検査代

19. 公 課 費 18 公用車重量税 14

車検時印紙代 4

20. 貸倒引当 1,000 未収金回収不能見込額に対する

金繰入額 引当金

4. 流域下水 112,167 116,712 4,545

道維持管 1. 負 担 金 112,167 流域下水道維持管理費等負担金

理 費 112,127

大和川上流・宇陀川流域下水道

協議会負担金 40

5. 管渠等汚 131,981 90,878 41,103

水維持管 1. 給 料 8,242 一般職給料

理 費 2. 手 当 4,749 期末手当 1,333

勤勉手当 1,007

管理職手当 540

時間外勤務手当 300

扶養手当 618

通勤手当 110

宿日直手当 70

特殊勤務手当 30

児童手当 360

管理職員特別勤務手当 100

地域手当 281

3. 賞与引当 1,149 期末手当引当金繰入額 646

金繰入額 勤勉手当引当金繰入額 503
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

4. 法 定 4,437 職員共済組合負担金 2,685

福 利 費 公務災害補償基金負担金 29

退職手当負担金 1,723

5. 法定福利 243 職員共済組合負担金引当金繰入額

費引当金

繰 入 額

6. 旅 費 20 出張旅費

7. 備 消 耗 300 管理用消耗品

品 費

8. 燃 料 費 62 管理用燃料代

9. 光熱水費 1,468 ポンプ場水道代

10. 修 繕 費 15,475 下水道施設緊急修繕費 1,000

中継ポンプ場修繕費 6,350

マンホールポンプ場修繕費

5,325

管渠等修繕費 550

鉄蓋等交換修繕費 1,750

管渠緊急清掃費 500

11. 通 信 1,994 緊急通報装置通信費 1,973

運 搬 費 郵送料 21

12. 手 数 料 562 井水用量水器交換手数料

13. 賃 借 料 179 土木積算システム使用料 144

製図用コピー使用料 35

14. 保 険 料 224 建物災害共済分担金 117

下水道賠償責任保険料 107

15. 委 託 料 80,064 ポンプ場保守点検業務委託料

11,617

電気保安業務委託料 287

水質検査業務委託料 365

下水道ストックマネジメント計

画策定業務委託料 30,000

下水道情報管理システム保守料

407

警備委託料 99

土木積算システム保守料 289

下水道施設点検調査業務委託料

23,000

経営戦略策定業務委託料 14,000
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

16. 厚 生 費 36 Ｂ型肝炎予防接種料

17. 路 面 1,100 路面復旧費

復 旧 費

18. 動 力 費 9,677 中継ポンプ場動力費 4,093

マンホールポンプ場動力費

5,584

19. 材 料 費 2,000 管渠等修理材料代

6. 雨水維持 2,353 1,371 982

管 理 費 1. 修 繕 費 1,990 雨水施設修繕費

2. 保 険 料 8 建物災害共済分担金 2

下水道賠償責任保険料 6

3. 委 託 料 196 排水ポンプ施設点検業務委託料

89

自家発電施設点検業務委託料

107

4. 動 力 費 159 排水ポンプ施設動力費

7. 減 価 償 488,668 489,282 614

却 費 1. 有形固定 468,080 建物 9,762

資産減価 構築物 442,154

償 却 費 機械及び装置 14,708

工具、器具及び備品 1,456

2. 無形固定 20,588 施設利用権

資産減価

償 却 費

8. 資 産 減 1,500 1,000 500

耗 費 1. 固定資産 1,500 マンホール蓋更新工事及び中継ポ

除 却 費 ンプ更新工事による除却費

2. 営業外費用 50,648 55,678 5,030

1. 支払利息 33,638 39,668 6,030

及 び 1. 企 業 債 33,628 企業債利子

企業債取 利 息

扱 諸 費 2. 一時借入 10 一時借入金利子

金 利 息

2. 消費税及 17,000 16,000 1,000

び地方消 1. 消費税及 17,000

費 税 び地方消

費 税
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

3. 雑 支 出 10 10

1. 雑 支 出 10

3. 特別損失 100 100

1. 過年度損 100 100

益修正損 1. 過年度損 100

益修正損

4. 予備費 1,500 1,500

1. 予 備 費 1,500 1,500

1. 予 備 費 1,500
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収　入　の　部

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1. 資本的収入 378,018 286,931 91,087

1. 企業債 185,300 128,600 56,700

1. 企 業 債 185,300 128,600 56,700

1. 企 業 債 185,300

2. 補助金 25,425 2,000 23,425

1. 国 庫 25,425 2,000 23,425

補 助 金 1. 国 庫 25,425

補 助 金

3. 他会計補助金 167,293 156,331 10,962

1. 他 会 計 167,293 156,331 10,962

補 助 金 1. 他 会 計 167,293

補 助 金 係る補助金 5,523

補助金 6,358

費に係る補助金 5,809

特別措置分に係る補助金 7,148

児童手当に係る補助金 120

142,335

(20,508)

（うち職員給与費相当額）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分

社会資本整備総合交付金

流域下水道の建設に要する経費に

普及特別対策に要する経費に係る

地方公営企業法の適用に要する経

下水道事業運営管理補助金
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支　出　の　部

本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額

1. 資本的支出 550,216 464,926 85,290

1. 建設改良費 173,428 62,552 110,876

1. 下水道建 140,428 28,671 111,757

設事業費 1. 給 料 9,094

（汚水） 2. 手 当 5,038 期末手当 1,500

勤勉手当 1,179

管理職手当 540

時間外勤務手当 350

扶養手当 636

通勤手当 206

宿日直手当 70

特殊勤務手当 30

児童手当 120

管理職員特別勤務手当 100

地域手当 307

3. 賞与引当 1,296 期末手当引当金繰入額 727

金繰入額 勤勉手当引当金繰入額 569

4. 法 定 4,926 職員共済組合負担金 2,995

福 利 費 公務災害補償基金負担金 29

退職手当負担金 1,902

5. 法定福利 274 職員共済組合負担金引当金繰入額

費引当金

繰 入 額

6. 委 託 料 1,000 単価特別調査業務委託料

7. 工 事 117,900 榛原天満台地区管更生工事

請 負 費 66,000

榛原天満台地区マンホール蓋更新

工事 31,000

榛原第１中継ポンプ場中継ポンプ

更新工事 20,900

8. 取 付 管 900 取付管設置工事

設 置 費

2. 流域下水 33,000 33,815 815

道建設費 1. 負 担 金 33,000

業建設負担金

（単位　千円）

款 項 目
節

説　　　　　　明
区　　分

大和川上流・宇陀川流域下水道事

一般職給料
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本 年 度 前 年 度 比 較

予 算 額 予 算 額 増 減 金　　額
款 項 目

節
説　　　　　　明

区　　分

3. リース債 0 66 66

務支払額 1. リース債 0

務支払額

2. 企業債償還金 376,788 402,374 25,586

1. 企 業 債 376,788 402,374 25,586

償 還 金 1. 企 業 債 376,788

償 還 金

企業債償還金　元金
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